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１．実施計画 

実施計画（タイトル） 取組開始 
達成状況 
確認年度 

学部・研究科での 
取組み有/無 帳票 

1-(12)-② 教員研修プログラムの高度化 2019 年度 2021 年度 必要なし 不要 

内容 

 高等教育推進センターでは、現在、4 月に新任教員研修を行っているほか、各種 FD プログラムを提供している。新任教員研修は、午前中に大学執行部／教務機構

／大学図書館／研究推進社会連携機構提供のプログラム、午後に、高等教育推進センター提供の LMS 講習会、センター長講演を 1 日で行い、もう 1 日を人権教育研

究室提供のプログラムとしている。 

 この新任教員研修プログラムを拡大し、たとえば、シラバスの書き方、授業デザイン、ルーブリック活用や、研究倫理に関するプログラムなどを追加し、教員個人の教

育力向上を図る。 

 新任教員については、受講を必須化するものとし、何らかの理由で受講できなかった場合の対応も検討を行うことにより、シラバスの高度化などにも対応するほか、新

任教員以外に対しても、FD コンテンツとして提供可能とする。 

進捗状況を測る指標 指標名 定義・算式 

指標１ 新任教員のプログラム完了率 対象新任教員の人数に対する、全プログラム受講完了者数の割合 

指標２   

指標３   

  

長期戦略：テーマ 「 教員個人・組織の教育力向上」 提出日 2020 年 8 月 25 日 

Ⅱ.実施計画帳票 
長期戦略テーマの責任者 

（統轄部署） 
北村高等教育推進センター長 
（高等教育推進センター） 

実施計画の 
担当部署 

高等教育推進センター 

担当部署 
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目標１＜指標１＞新任教員のプログラム完了率                                                                     

 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 2026 年度 

目標 100% 100% 100% 100% 

  

実績     

  

目標２＜指標２＞                                                              

 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 2026 年度 

目標     

  

実績     

  

目標３＜指標３＞                                                                 

 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 2026 年度 

目標     

  

実績     
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２．ロードマップ 

 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

教員研修プログラムの 

高度化 

策定段階 プログラム検討 
プログラム検討 

試験運用開始 
本運用開始   

2021 年 3 月
末段階  プログラム検討 

プログラム検討 

試験運用開始 
本運用開始  

 2024 年度 2025 年度 2026 年度 2027 年度 - 

策定段階      

2021 年 3 月
末段階      

 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 策定段階      

2021 年 3 月

末段階      

 2024 年度 2025 年度 2026 年度 2027 年度 - 

策定段階      

2021 年 3 月
末段階      
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３．費用計画・人員計画 

 

  

【費用・人員を必要とする理由】 

非公開 

経費 単位：万円 2019 年度 承認 2020 年度 承認 2021 年度 承認 2022 年度 2023 年度 2024 年度 左記以降 

非公開 

人員・人件費 単位：万円 2019 年度 承認 2020 年度 承認 2021 年度 承認 2022 年度 2023 年度 2024 年度 左記以降 

非公開 
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４．進捗状況・得られた成果 

2019年度 新任教員研修を受講義務化して実施した。また、LUNAの利活用研修をワークショップ形式で実施した。 

2020年度  

2021年度  

2022年度  

2023年度  

2024年度  

 

５．今後の課題及び方向性 

2019年度 2019年度に引き続き、教員研修プログラムの検討を行い、一部コンテンツについては試験運用を開始する。 

2020年度 新任教員研修について、新規コンテンツの導入準備を進める。 

2021年度  

2022年度  

2023年度  

2024年度  
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６．学院総合企画会議の基本方針 

2018年度 ― 

2019年度 ― 

2020年度 ― 

2023年度  

2024年度  

2025年度  

 

７．Total Review の結果 

【フェーズⅠ（2019～2021）】 

レビュー結果 可 否 
備 考 

（継続：「フェーズⅡに向けた課題」 廃止：その理由と今後の方向性） 

・新任教員研修の受講を義務化の上、実施している。 

・コロナ対応として、オンライン授業の実施法や PBL に関する研修プロ

グラムに変更し、2021 年度から実施する予定である。 

 継続 

  ・ 

 廃止 

・オンライン授業の実施方法や PBL 型授業に関する研修プログラム（FD）の拡充 

【フェーズⅡ（2022～2024）】 

レビュー結果 可 否 
備 考 

（継続：「フェーズⅡに向けた課題」 廃止：その理由と今後の方向性） 

 

 継続 

  ・ 

 廃止 

 

 


